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In May 2021, as the Certifying Authority, Osaka University of Tourism awarded the "ISO 13611:2014 Guidelines for Interpreters - Community 

Interpreters" certification to interpreters in the field of public health in a bilingual combination of Japanese, English, Portuguese or Chinese. All 

interpreters have taken an aptitude test to measure their language proficiency in the above language combinations since 2019. Having achieved 

a score of over 80% (equivalent to CEFR B2 level), they attended the certification ceremony. The purpose of this paper is to answer the research 

question of what effects does the above aptitude test has before e awarding of multilingual ISO13611:2014 certification issued by the 

International Organization for Standardization (ISO) by higher education institutions. In particular, the authors analyze the Aptitude Test to 

measure the language proficiency of community interpreting service providers and examine the training of community interpreters in the 

curriculum of universities of higher education. 
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１. はじめに 
 
2021 年 5 月、大阪観光大学が認証機関となり、公衆衛

生分野における日本語、英語、ポルトガル語、中国語の
四か国語の言語組合せによる国際標準化機構（ ISO: 

International Organization for Standardization）が発行した
『ISO13611:2014 通訳－コミュニティ通訳のためのガイ
ドライン』の認証を 9 名の通訳者に授与した(大阪観光大
学, 2021b)。いずれの認証取得者も、2019 年以来上記言
語の組合せによる言語運用能力を測る適正テストを受検
し、80%（CEFR B２レベル相当）を超える成績を収めた
上で、審査を経た後に認証授与に臨んだ。 

2014 年の ISO13611：2014 Interpreting — Guidelines for 

community interpreting（コミュニティ通訳に関する一般指
針）発行以降、通訳サービスに関する ISO 国際規格の策
定・発行が行われてきた。2018 年には ISO18841: 2018 

Interpreting services — General requirements and 

recommendations (通訳サービスの一般要求事項と推奨)、
2019 年には ISO20228:2019 Interpreting services — Legal 

interpreting — Requirements（法務通訳サービスの要求事
項）、2020 年には ISO 21998:2020 Interpreting services — 

Healthcare interpreting — Requirements and 
recommendations（通訳サービス－医療通訳－要求事項と
推奨）が発行された。2019 年以降、通訳一般ではなく、
専門分野に特化した国際規格の発行が続いている(佐藤, 

2020) 。国際医療通訳者協会（ International Medical 

Informatics Association: IMIA）、欧州法務通訳者・翻訳者
協会(European Legal Interpreters and Translators Association: 

EULITA)、国際会議通訳者協会（International Association 

of Conference Interpreters: AIIC ） 等 の 組 織 は 、
ISO/TC37/SC5 リエゾン組織として深く関わり、翻訳・通
訳国際規格策定に関し、情報提供を行っている（水野, 

2015）。 

本稿では、国際標準化機構が 2014 年に発行した上記
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規格の高等教育機関による多言語の認証授与について考
察することを目的とする。具体的には、「２．先行研究」
においては、これまでの高等機関が取り組んできたコミ
ュニティ通訳に関する研究を概観し、その諸研究が取り
組んできた分野について分析する。 

次に「３．『ISO13611:2014』認証授与」において、2021

年 5 月、大阪観光大学が認証機関となり、公衆衛生分野
における日本語、英語、ポルトガル語、中国語の四か国
語組合せによる『ISO13611:2014 通訳－コミュニティ通
訳のためのガイドライン』認証を通訳者に授与したこと
に言及し、『ISO13611:2014』の適用範囲について説明す
る。また、大阪観光大学の他に『ISO13611:2014』認証機
関となっている大学院教育を専門とするオーストリア科
学技術研究所（Institute of Science and Technology Austria）
による『ISO13611:2014』認証についても触れ、高等教育
機関の認証機関としてあり方についても考察する。 

いずれの認証取得者も、研究のための同意書に署名し
ている。2019 年以来上記言語の組合せによる言語運用能
力を測る適正テストを受検し、80%（CEFR B2 レベル相
当）を超える成績を収めている。その後『ISO13611:2014』
に記載されたガイドライン遵守事項について遵守確認を
行う審査を経た上で認証授与式に臨んだ。 

「４．「適正テスト」の受検」においては、同じ内容を
多言語で実施し、受検者の言語運用能力を測定する適正
テストに関する概要を提示する。提供者の言語運用能力
を測る適正テスト実施についての分析を行い、高等教育
機関の現行カリキュラムを通じて、特定分野におけるコ
ミュニティ通訳者養成について検討する(印南・林田 , 

2019)。 

そして、「５. 認知心理学の視座より考察」においては、
言語サービス提供者に対し、言語運用能力を測定する上
記適正テストについて、認知心理学の側面から考察する。 

最後に「６. まとめ」では、第３章から第５章において
分析し、論じた高等教育機関のカリキュラムにおけるコ
ミュニティ通訳者養成に関する研究の方向性をまとめと
して提示する。 

 

２. 先行研究 
 

本章ではコミュニティ通訳に関する定義を提示し、司

法、医療、教育分野で活用されている現状や多言語によ
る相談通訳としての新たな展開等を報告した先行研究に
ついて概観し、問題の所在を明示する。 

(1) 多言語によるコミュニティ通訳 
『ISO13611:2014』は 2.1.2 において、コミュニティ通

訳を「コミュニティ利用の目的で、コミュニケーション
の場面において異なる言語の話者間で起こる双方向の通
訳」と定義している。このコミュニティ通訳の定義を定
めた項の備考は、「観光客や被災者へのサービスも含まれ
る」と明記している。本稿は上記『ISO13611』における
「コミュニティ通訳」の定義に従う（ISOa, 2014）。 

コミュニティ通訳は、「受け入れ社会の言語を解さな
いことで、外国人や移民が様々な不利益を被ることのな
いようにするために」必要となる通訳業務である（水野・ 

内藤, 2015）。言語の異なる文明が交流した古代から行わ
れてきた業務であるが、その手法や環境は業務内容で多
岐にわたる（Rudvin & Tomassini, 2008）。 

「コミュニティ通訳」では行政や教育といった生活の
さまざまな場面での業務が必要となる。その業務は、「広
義に司法・医療を含む、言語権イコールアクセス権(基本
的人権へのアクセス)」という理念がその基盤にある（林
田, 2020）。そのような背景をふまえ、高等教育機関や自
治体は助成等を受け、多言語によるコミュニティ通訳者
の養成を行ってきた（内藤, 2013、立教大学, 2016、武田, 

2017）。また、外国語通訳を介した司法の場における言語
的変容とその影響について調査を行う研究者らもいる
（赤嶺・仲・水野, 2020） 

 

(2) 相談通訳としてのコミュニティ通訳者 
「相談通訳」を行う通訳者として、コミュニティ通訳

者は社会において認知度を高めており、基盤を広げてき
た。東京外国語大学多文化多言語教育研究センターは
2010 年に「コミュニティ通訳養成講座」を開催した。同
センターは、2012 年までに 10 言語 60 人に当該講座修了
書を授与している（内藤, 2015)。同センターは生活全般
にわたる分野を取り扱うが、医療分野においては専門知
識が必要であるため、専門性の高い医療通訳者に任され
る。2011 年には、精神医療分野等、通訳需要は高いが、
高水準の医療通訳技能を持つ精神医療通訳者が不足して
いる状況であった。（内藤, 2013)。 
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(3) 問題の所在 
これまでの高等教育機関のコミュニティ通訳に関す

る先行研究では、自治体等の外国人相談窓口での相談通
訳や警察・裁判といった司法の場における言語サービス
に関する研究が行われてきた。 

コミュニティ通訳は「外国人や移民が様々な不利益を
被ることのないようにするために、必要不可欠となる通
訳業務である」と言われている（水野・内藤, 2018）。こ
れらコミュニティ通訳業務にも問題が生じてきた。内藤
が指摘しているように（内藤, 2013）、専門分野が多岐に
わたり、時には一人の通訳者に様々な分野の通訳業務が
課されると見受けられる点である。こうした問題を受け、
武田はガイドラインを設け、高等教育におけるコミュニ
ティ通訳翻訳の指導を行っていると述べている（武田・ 

山田, 2017）。 

さらに、2020 年 1 月と 2 月に 2 回に分けて大阪公衆衛
生協会が開催した「第 7 回ストップ結核パートナーシッ
プ関西 ワークショップ」で独立行政法人国立病院機構・
兵庫中央病院呼吸器内科医師藤川健弥氏や、地方独立行
政法人大阪府立病院機構・大阪はびきの医療センター、
臨床研究部部長橋本章司氏が報告したように、公衆衛生
分野において、患者と医療従事者間の言葉の壁を取り除
くために AI 機器を活用した通訳支援等は行われている
が、正確な医療知識を持つコミュニティ通訳者、翻訳者
が不足している現状がある(井戸, 2020)。 

本稿に先立つ 2020 年度、筆者らは公衆衛生分野にお
いて国際的な標準に合致し、いかなる点から観光施設に
おける外国人への口頭による多言語サービスを向上させ
たら良いのかという問題意識を持ち、公衆衛生に注目し
たコミュニティ通訳養成について言及した（佐藤, 2021）。 

本稿では、その問題意識を発展させ、ISO が 2014 年に
発行した上記規格の高等教育機関による多言語の認証授
与と上記適正テストの意義について考察する。具体的に
は、認証授与に際し実施したコミュニティ通訳サービス
提供者の言語運用能力を測る適正テストについての分析
を行い、高等教育機関のカリキュラムにおけるコミュニ
ティ通訳者養成について検討する。 

 

３. 『ISO13611:2014 通訳―コミュニティ通訳のため
のガイドライン』認証授与 

 
本稿冒頭に述べた通り大阪観光大学は『ISO13611:2014

通訳―コミュニティ通訳のためのガイドライン』認証機
関となった。本章では同認証を授与するにあたり、高等
教育機関が担う通訳養成における AI 活用と分野の特化
について考察する。 (大阪観光大学, 2021b）。 

  

(1) コロナ禍での外国語教育 
2020 年初頭から新型コロナウィルスが猛威をふるう

中、東京オリンピック・パラリンピックの開催に際して、
外国人に対してだけではなく、応募した学生も含むボラ
ンティア通訳者にとっても、多言語による医療情報提供
は必須であった。（東京都庁, https://www.2020games. 

metro.tokyo.lg.jp/multilingual/about/index.html） 

高等教育機関は、2020 年度から 2021 年度にかけて、
新型コロナウィルスの感染予防対策としてオンライン授
業を実施した。筆者らと研究分担者は 2020 年度に株式
会社ジョリーグッドから、感染症予防をテーマとした
VR を試用し、装着感や内容について検討し、コミュニテ
ィ通訳者養成のOJTの一段階として使用可能であると評
価した。 

また、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）に
よる音声通訳・翻訳アプリ「VoiceTra」を、2021 年度大
阪大学医療通訳養成コースの英語受講者らにセミナー演
習の復習・独学用に紹介した。2021 年度の通訳演習の復
習、課題取り組みの補助として「みんなの自動翻訳＠
TexTra®」、Google 翻訳や DeepL 翻訳について学生に導
入を示唆した。上記 MT または AI による自動翻訳や翻
訳用語を蓄積した翻訳メモリ（TM）の利用を 2021 年度
に指導した。現在、学生にとって AI を活用した外国語の
授業展開は馴染みやすく、すでに利用可能となっている。 

 

(2) 公衆衛生分野における通訳養成 
筆者らは、言語、文化、社会における相互理解と問題

解決の研究に携わってきた。母語の重要性を認識してい
る。本稿における通訳者養成課程の「AI 活用」とは、多
言語による通訳者の母語と通訳対象多言語間に AI によ
る支援を取り入れることを意味する。 
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例えば、既存の用語データベース、対訳データベース
を利用し、フィードバックとして多言語による公衆衛生
分野の通訳用語のデータベースを構築する。受講生の母
語と通訳対象言語間の通訳を支援する AI 活用アプリを
活用し、受講生の独学による学修を促す(佐藤, 2021)。 

さらに研究協力者である一般社団法人ナレッジキャ
ピタル印南氏の協力を得て、通訳養成講座修了生や
『ISO13611:2014』認証取得を目的とする受検者の適正テ
スト実施に Google フォーム、音声及び自動ページ切替え
付き PowerPoint を活用している(印南・林田, 2019)。 

また解析では小森による Google フォームからスプレ
ッドシート及びエクセルファイルへの連動を利用し、適
正テストの集計と分析を行っている。研究のあらゆる場
面で AI を活用し、公衆衛生分野において、多言語でも母
語と通訳対象言語間で質の高いカリキュラムを提供する
システム構築を行っている（日本通訳翻訳学会, 2021.1）。 

林田、佐藤は国際的に通用する通訳者の認証制度につ
いて 2011 年から留意し、セミナー開催等、啓発活動にか
かわってきた（日本通訳翻訳学会,2015／愛知県立大学, 

2011）。両名が授業参加し、南谷かおり氏が代表を務める
「大阪大学医療通訳養成コース」は 2015 年度に開講し
た。コロナ禍において、2020 年度から座学オンラインや
バーチャルラボ等、AI を活用した通訳者養成を進めてい
る(一般社団法人臨床医工情報学コンソーシアム関西 , 
2021)。 

2021 年度は、オンライン講座にマレーシア、シンガポ
ールの参加者を迎え、世界的に展開した。実施には EU 及
び米国でも上記コースが認知されている（林田, 2020）。 

筆者らの研究は、上記のように公衆衛生分野の多言語
による通訳養成過程に AI を活用した医療通訳技能の指
導を取り入れ学際的に展開してきた。上記医療通訳養成
コース修了者にしかるべき手続きを踏み、2021 年 5 月 13

日、大阪観光大学が認証機関となり、コミュニティ通訳
のガイドラインである ISO 国際規格『ISO13611:2014』に
準拠したコミュニティ通訳者の認証書を発行した。 

高等教育機関による『ISO13611:2014』認証書発行は国
内初であり、世界では Institute of Science and Technology 

Austria（オーストリア）に次ぐ 2 番目の試みになった。
（Austrian Standards, 2015））日本だけではなく、世界で
通じる国際規格に準拠したコミュニティ通訳者であると

認証を受けることは、コミュニティ通訳者の地位向上と
志望者のインセンティブに貢献すると期待される。 

こうした AI を活用した感染症予防に関係した高等教
育機関によるコミュニティ通訳者養成と ISO認証書の授
与、アプリケーションや書籍の製作等の多角的・学際的
な研究は、先行研究では未だなされていない試みである。
今後のコミュニティ通訳者養成において、学術的に新た
な展望を開くものとなった。 

 

４. 「適正テスト」の受検 
 
「適正テスト」実施に関して、筆者らはその要諦を『大

阪観光大学研究論集』第 21 号「観光施設における外国人
への口頭による多言語サービス向上と 通訳に関する IS

Ｏ国際規格の貢献」にまとめている（佐藤 b, 2021, p.80）。 

 

(3) 適正テストサンプル   
本稿では、その具体例を挙げる。2020 年度までは対面

式の紙形式で実施していたが、2020 年度以降は、日本以
外の国・地域（台湾、ポルトガル）からの受検希望およ
びコロナ禍で対面受験よりも実施利便性を考慮し、オン
ラインによる実施を決定した。パワーポイント形式で作
成した問題 1 から問題 4 まで(問題選択肢数現行 140 問)

を回答者は制限時間内で回答する。CEFRB2 相当以上の
言語運用能力を測るには 80％以上（112 問以上）の正解
が必要である。所要時間 90 分で解答時限はデジタル時
刻を掲示している。 

以下サンプル問題を記載する。各問題のセクションⅠ
はヒアリング資料(受検者には音声のみ提示、テキストは
不可視)であり、受検者は以下のような英文 3 回の音読
(速度：通常、ゆっくり[単語、フレーズで区切る]、通常)

を聴く。 

・ヒアリング資料例 

An Intergovernmental Panel on Climate Change 
(IPCC) special report on the impacts of global warming 

of 1.5 °C (one point five degrees Celsius)above pre-

industrial levels and related global greenhouse gas 

emission pathways． 
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各自のノートテイキングに基づき、受検者は選択肢の
a〜d から正しいものを選び、回答用紙にアルファベット
を記入する。受検者は、Google フォーム形式の回答用紙
に時限内に回答を提出する。受講生は、回答用紙提出後
は書き換え不可となる。ヒアリング中、以下の選択肢は
未提示である。 

・選択肢例 

1：a. Intergovernmental  b. Intergovernment  

c. Under governmental d. Intergovernamental 

2：a. Clymate Change b. Climate Charge  

c. Climate Changes  d. Climate Change 

3：a. Impact b. Impacts  c. Empacts  d. Inpacts  

4：a. global warming b. globe working 

c. global warming d. global heating (以下省略) 

 
実際は 10 設問程度で受検者は回答欄に回答する。問

題セクションⅡでは、受検者は各自ノートテイキングを
参照しながら、下記を Google フォーム形式で時限内に回
答する。 

・設問例 

下記の 1〜9 までの括弧内に入れる適切な日本語
を選択肢の a〜d から選択し、回答用紙に記入しな
さい。 

受検者に対し、穴あき文と選択肢は同一画面提示とな
る。選択肢が多い場合、常に穴あき文と区切り選択肢を
時限に従って自動的に順次提示される。 

 
・記載例（PowerPoint 画面上（ ）付の文＋第１画面―

選択肢 1～9、同上文＋第 2 画面―選択肢 10～18、同上文
＋第 3 画面―選択肢 19～27) 

( 1 )に関する政府間パネル（IPCC）の( 2 )

は，( 3 )のレベルを( 4 )( 5 )の( 6 )の

( 7 )と関連する世界の( 8 )( 9 ) に関する
ものである． 

・選択肢例 

1：a. 気候変動 b. 天候変化  

c. 天候不順 d. 天体変革 

2：a. 特段報告書 b. 特別報道書  

c. 特種報告書 d. 特別報告書 

3：a. 産業革新前 b. 工業革命前  

c. 産業革命前 d. 産業革命後. 

4：a. 超える b. 越える  c. 下回る  d. 上下する 

5：a. 摂氏 15 度 b. 接写 1.5 度  

c. 摂氏 1.5 度 d. 華氏 1.5 度 

6：a. 地球熱帯化  b. 地表温暖化 

 c. 地球温暖化  d. 地球冷却化 

7：a . 影像  b. 打撃  c. 投影  d. 影響 

8：a. 緑色部屋ガス  b. 温室効果ガス  

c. 密室運動ガス  d. 大気保温ガス 

9：a. 排出経路  b. 輩出経路  

c. 肺出経路  d. 排出道路 

  
ISO コミュニティ通訳認証言語能力審査官(大阪大学

認定)林田によると、ヒアリングを行う量の実際は数分間
続き、日本語の（ ）付の文も容量が大きく、選択肢も
倍量となる（日本通訳翻訳学会, 2021）。 

 

５. 認知心理学の視座より考察 
 
本章では、４.で例示した適正テストを認知心理学の視

座から考察する。 
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(1) 情報処理プロセスとして捉えた適正テスト 
認知心理学では、人間の心的活動を情報処理プロセス

として捉える。入力された情報は貯蔵や操作され、検索
や照合が行われる。出力された情報は、心的辞書（mental 

lexicon）となる。長期記憶内に保持される情報は、言語
知識の集合体となる。単語は形態、音韻、意味などの属
性情報を持ち、統語され、語用などの文法規則を含む意
味ネットワークとなる(Collins & Loftus, 1975）。 

 

(2) 言語使用（産出と理解）のモデル 
言語を含む知識表象は概念同士が意味的関連性によ

りリンクし、ネットワーク構造を形成する。ある情報が
処理されると、概念が活性化し、その活性化が上記ネッ
トワークに拡散する。その拡散によって他の概念が活性
化し、スタンバイの状態になる。これは前の刺激が後の
行為を促進または抑制するプライミング効果ともなる。
Collins および Loftus によると、概念の「名前」は音韻的
な関連性によるネットワークを持つ (Collins & Loftus, 

1975, p.407)。図式化すると以下のように説明できる。 

 

 
図－1 言語使用（産出と理解）のモデル 

(注)左右の□は、筆者らが追加した。（坂本, 2014, p.192） 

  
小森は、坂本の「言語使用（産出と理解）のモデル」

を使い適正テストの情報処理プロセスを説明した（日本
通訳翻訳学会, 2021. p.1）。適正テストでは、図１）右下
の問題音声の提示が行われると、1)適正テストの解答意
図の符号化が行われ、2)問題意図の解読を行い、3)適正テ
ストの提示言語へのアクセスとともに、4)解答言語の語

彙アクセスを行い、5)解答の選択が行われる。上記過程
で図１）左下の発話書字が、上記 5)の解答の選択となっ
て、「運動指令」が行われるのである。 

筆者らは、認知心理学の視座より、適正テストにおけ
る受検者の意味ネットワークは、上記モデルを形成する
と考察し、受検者による研究への同意を受け、適正テス
トを実施した。 

 

６. まとめ 
 以上、本稿では、ISO が 2014 年に発行した国際規格

『ISO13611:2014 通訳－コミュニティ通訳のためのガイ
ドライン』の、高等教育機関による多言語の認証授与と
上記適正テストの意義について以下のように考察する。 

 

(1) 高等教育機関による多言語の認証授与 
大阪観光大学は、2021 年 5 月 13 日『ISO13611:2014 通

訳－コミュニティ通訳のためのガイドライン』認証授与
を行った。日本で初めて 9 名（中国語１名、ポルトガル
語３名、英語 5 名）の通訳者が『ISO13611:2014 通訳－
コミュニティ通訳のためのガイドライン』の認証を取得
した。ISO 国際規格は、原文が英語、フランス語であり、
その認証取得は日本だけにとどまらず、世界的に通用す
る標準である。すなわち上記認証取得者であるコミュニ
ティ通訳者らは、グローバルスタンダードに則ったコミ
ュニティ通訳者として認証を受けたのである。 

大阪観光大学以外では、オーストリア工科大学（IST）
Peter Jonas 教授が 2015 年に『ISO13611:2014』認証授与
を行っている。通訳者にとって ISO 国際規格の認証を取
得することは、グローバルに活躍するためのインセンテ
ィブとなる。 

 

(2) 言語運用能力を測る「適正テスト」 
「適正テスト」は受検者の 2 言語の双方向運用能力を

チェックするためのテストである。適正テスト 80％達成
度（CEFR B2 レベル相当）を持って『ISO13611:2014』認
証取得要件とすることは、コミュニティ通訳認証授与制
度を通して、CEFR B2 レベル相当以上の言語の双方向運
用能力が身に付く良い機会となる。 

上記認証は、3 年間の更新期間があり、上記通訳者ら
が本認証の更新を行うには、それに伴う言語運用能力の
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維持を行う必要がある。認知心理学の視座に基づいて実
施される本適正テストにより、言語理解・言語産出プロ
セスを反映し、発話の前段階までの言語処理能力を測定
することは、常に CEFR B レベル以上の言語処理能力の
維持につながり、コミュニティ通訳および通訳者らの言
語運用能力の質を担保することが可能となる。 

2021 年度中に、京都外国語大学外国語学部ロシア語学
科においてロシア語適正テストの実施も計画されている。
今後は、公衆衛生分野における日本語、英語、ポルトガ
ル語、中国語にロシア語を追加した 5 か国語組合せによ
る『ISO13611:2014 通訳－コミュニティ通訳のためのガ
イドライン』認証取得者であるコミュニティ通訳者の活
躍が期待できる。 
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